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【手続補正書】
【提出日】平成29年2月14日(2017.2.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
　以下、本技術を実施するための形態（以下、実施の形態という）について説明する。な
お、説明は以下の順序で行う。
１．第１の実施の形態（信号処理回路を電気的に接続しない例）
２．第２の実施の形態（信号処理回路をロジック基板内で電気的に接続する例）
３．第３の実施の形態（信号処理回路を画素基板内で電気的に接続する例）
４．変形例
５．電子機器
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９５
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００９５】
　メモリ部１０２Ｌ－１及び１０２Ｌ－２には、例えば、図３に示される列デコーダ／セ
ンスアンプ６６Ｌ及びメモリ部６７Ｌが、分かれて配置される。そして、メモリ部１０２
Ｌ－１は、ＡＤ変換部１０１Ｌ－１から供給される画素データを記憶し、メモリ部１０２
Ｌ－２は、ＡＤ変換部１０１Ｌ－２から供給される画素データを記憶する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６７】
｛４－１．固体撮像素子の構成に関する変形例｝
（ロジック基板に関する変形例）
　以上の説明では、ロジック基板に２つの信号処理回路を設ける例を示したが、３つ以上
設けるようにすることも可能である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４０】
｛４－２．撮像処理の変形例｝
　以上の説明では、１枚の画像データを左右に分割して各信号処理回路で生成する例を示
したが、画像データの分割方法は、ロジック基板に設けられる信号処理回路の数やレイア
ウトに応じて自由に変更することが可能である。例えば、画像データを上下に分割したり
、ｎ分割（ｎは３以上）したりするようにしてもよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４４】
｛４－３．本技術の適用範囲の変形例｝
　以上の説明では、本技術を固体撮像素子に適用する例を示したが、本技術は、チップサ
イズが露光装置の露光範囲より大きい積層構造の他の半導体装置にも適用することが可能
である。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４５】
＜５．電子機器＞
　本技術が適用される固体撮像素子は、デジタルスチルカメラやビデオカメラ等の撮像装
置や、携帯電話機などの撮像機能を有する携帯端末装置や、画像読取部に固体撮像素子を
用いる複写機などの電子機器全般において、その撮像部（画像取込部）として用いること
ができる。尚、電子機器に搭載される上記モジュール状の形態、即ち、カメラモジュール
を撮像装置とする場合もある。
【手続補正７】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４６】
｛５－１．撮像装置｝
　図４１は、本技術を適用した電子機器の一例である撮像装置（カメラ装置）７０１の構
成例を示すブロック図である。
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